
貸    借    対    照    表   

２０２２年３月３１日 

科    目 金    額 （千円） 科   目 金    額 （千円） 

資 産 の 部 ５，０７０，３３３ 負 債 の 部 ２，６８６，１１７ 

Ⅰ 流 動 資 産 ３，６１１，８６２ Ⅰ 流 動 負 債 １，２７６，０７５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 

原 材 料 

貯 蔵 品 

前 払 金 

前 払 費 用 

未 収 金 

立 替 金 

貸倒引当金（流動） 

流動繰延税金資産 

９９０，３６８ 

３２０，９８１ 

１，４９９，５４５ 

４０９，０６１ 

１８１，２２６ 

１３４，５１２ 

３７２ 

１０，６２６ 

１５，０６７ 

４５３ 

▲４８３ 

５０，１３４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 事 業 税 

未 払 費 用 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

役 員 賞 与 引 当 金 

従 業 員 預 り 金 

未 払 消 費 税 

 

７８７，１８５ 

- 

７，５４０ 

６６，１５５ 

２１，５１６ 

２２６，７３６ 

１，４７２ 

１２４，０００ 

５，４００ 

６，１１５ 

２９，９５６ 

Ⅱ 固 定 資 産 １，４５８，４７１ Ⅱ 固 定 負 債 １，４１０，０４２ 

  １ 有形固定資産 ２０９，０５７  

 

 

 

長 期 預 り 金 

長 期 借 入 金 

退 職 給 与 引 当 金 

役員退職金引当金 

固定繰延税金負債 

１４，２７７ 

１５０，０００ 

１，１４２，５９３ 

２１，９４７ 

８１，２２５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建 物 

建 物 付 属 設 備 

構 築 物 

機 械 装 置 

工 具 器 具 備 品 

１，７６５ 

７，８４９ 

６３１ 

１５６，４４５ 

４２，３６７ 

  ２ 無形固定資産 ４３，１９２ 

 

 

 

 

 

地 上 権 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

４７７ 

４，１９０ 

３８，５２５ 

  ３ 投資その他の資産 １，２０６，２２２  純 資 産 の 部 ２，３８４，２１６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

事 業 保 険 

長 期 前 払 費 用 

差 入 保 証 金 

敷 金 

出 資 金 

貸倒引当金（固定） 

投 資 評 価 引 当 金 

固定繰延税金資産 

６７４，２３６ 

４３，４００ 

- 

５，１６５ 

８８，８４８ 

３５，６２９ 

１４，６２２ 

  ▲８，５３４ 

- 

３５２，８５６ 

Ⅰ 株 主 資 本 ２，１９７，３７１ 

１ 

２ 

３ 

 

資  本  金 

資  本  剰  余  金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

（ 当 期 純 利 益 ） 

１４０，０００ 

- 

２，０５７，３７１ 

３５，０００ 

８２０，０００ 

１，２０２，３７１ 

（２３１，６５５） 

Ⅱ 評価・換算差額等   １８６，８４５ 

 有価証券評価差額金 １８６，８４５ 

合       計 ５，０７０，３３３ 合       計 ５，０７０，３３３ 



 【注記事項】 

（Ⅰ）重要な会計方針の変更に関する注記事項 

1． 資産の評価基準及び評価方法 

（1） 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 ： 移動平均法による原価法による 

その他有価証券 

 ・時価のあるもの ： 株式については、決算期末前 1 ヵ月の市場価格等の平均、それ以外に

ついては決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）による 

・時価のないもの ： 移動平均法による原価法による 

（2） たな卸資産 

・商品、原料、貯蔵品 ： 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

による 

 

２．減価償却資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

 建物（建物付属設備を除く）は定額法、その他は定率法による 

 ただし、2016年4月1日以降取得した建物付属設備及び構築物については定額法による 

 なお、主な耐用年数は以下の通り 

    建物及び構築物      １５～３６年 

    機械装置及び運搬具   １０年 

    その他            ３～２０年 

（2）無形固定資産 

定額法による 

ただし、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込可能利用期間（5 年）による定

額法 

    

３．引当金の計上基準 

 （1）貸倒引当金 ：  受取手形、売掛金、貸付金等の債権に対する貸倒れによる損失に備える為、 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい 

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上する。 

   （2）賞与引当金 ：  従業員に対して支給する賞与の支出に充てる為、当該会計年度に負担すべ 

き、支給見込み額を計上する。 

（3） 役員賞与引当金 ： 役員に対して支給する賞与の支出に充てる為、当該会計年度に負担す  

べき、支給見込額を計上する。 

（4） 退職給付引当金 ： 従業員の退職給付に備えるため、当該会計年度末における退職給付債 

務の見込額に基づき、当該会計年度末に発生していると認められる額を 

計上する。 

（5） 役員退職慰労引当金 ： 役員の退職により支給する役員退職慰労金に充てる為、当該会計 

年度末要支給額を計上する。  

 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理する。 

 

５．その他重要な事項 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方法による。 



 

（Ⅱ）会計方針の変更に関する注記 

    なし 

 

（Ⅲ）貸借対照表に関する注記事項 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

② 建    物    ２，３５０千円 

② 建物附属設備   ５１，２３７千円 

③  構 築 物         ４，９９１千円 

④ 機 械 装 置  ５５３，９７９千円 

⑤ 工具器具備品  ２７８，６７７千円 

累 計 合 計  ８９１，２３４千円 

２．無形固定資産の減価償却累計額 

      ソフトウェア   ８４，７６０千円 

３．偶発債務（銀行借入に対する保証債務） 

保証先 みずほ銀行 保証内容 近畿クリーンエイド販売㈱の借入金 

（極度額１５０，０００千円 ２０２２年３月末借入残高１１，６７４千円） 
 

 

以     上 


